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         概要 

 本資料においては、土砂災害分野において土砂災害警戒情報を中心に用いられている国土

交通省解析雨量プロダクトに対して、L積率法を適用し、適合度の高い確率分布を得た。合

わせて、100年程度までの再起期間について、国土数値情報三次メッシュ・全国1㎢メッシュ

単位で確率値を推定すると共に、極値統計や気候値等と比較し適用条件を検討した。 

 

キーワード：解析雨量, 確率化, L積率法 

 

     Synopsis 

 L-moments method, a regional statistical parameter estimation method for probabilistic 

distributions, is applied to obtain fitted probability distributions for Radar analytical rainfall 

operationally used by the JMA in collaboration with the MLIT, which are principal rainfall products 

used as a basis for Sediment Disaster Alert Information in the field of sediment disaster prevention 

(SABO). Probabilistic rainfall values for 1-km national land numerical information tertiary grid, with 

return periods up to 100 years, are estimated and their applicability are studied in comparison to 

extreme statistics and climate values.  
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はじめに 

 

わが国では,土砂災害からの警戒避難を支援するため,土砂災害警戒情報が運用されてお

り, 2007 年度から全国の都道府県で砂防部局と地方気象台が共同発表をしている.土砂災害

警戒情報では,全国を漏れなくきめ細かくカバーするよう,地上雨量計ではなく,気象レー

ダと地上雨量計を合成・校正し,気象庁により提供される解析雨量とその予測値である降水

短時間予報が用いられている. 

土砂災害警戒情報は 2つの指標を組み合わせた評価判定法により基準を定めている.具体

的には 10分ごとに更新される解析雨量を処理して得られる 60 分雨量が短期指標であり,タ

ンクモデルを介した得られる土壌雨量指数が長期指標である.短期指標は渓床土砂の移動

等による土石流のために,長期指標は雨水浸透による斜面崩壊等によるがけ崩れのために,

それぞれ,また複合して用いられる. 

2000 年代初期には計算座標系の変更,国土交通省と気象庁のデータ統合,また,都道府県

も含めた河川・砂防系部局の地上雨量計データの合成,計算スキームの変化等があり解析雨

量の品質は一定しなかった.そのため,土砂災害警戒情報の雨量基準(Critical Line, CL,そ

の曲線)策定には 1990 年代に一定の信頼性を得た畳み込みニューラルネットワーク(CNN)を

適用した動径基底関数法(Radial Basis Function Network)を活用した雨量の頻度法が用い

られてきた.2006 年以降解析雨量の計算スキームの大幅な変更はなく,運用状況も安定して

いる.2019 年度には 2006 年まで遡って 1㎢化データベースが使用可能となり,運用・現業的

にも 1㎢版の配信が開始されている. 

CL 設定に当たり,雨量の統計解析手法として,データ量が不足していた時期にはやや特異

性のある頻度法に依らざるを得なかった.現時点でまだ 1㎢メッシュの解析雨量の蓄積は約

16 年間分であり,十分とは言えないが,20 年弱の蓄積があれば,統計手法を改善することで,

砂防分野だけでなく,土木分野でより標準的な確率法の適用が可能になると見込まれる.ま

た,気候変動の影響が懸念される中,最近の豪雨増加傾向を反映した適合確率分布に基づい

た統計を得られることから有用性も高い. 

そこで,本資料では近い将来に更にデータを追加することを前提に,現時点までに使用可

能な解析雨量を用いて,その統計特性を確認した.最近適用事例の多い L 積率法に基づいて

全国 1 ㎢メッシュにおいて,実用上よく用いられる 60 分雨量及び 24 時間雨量に適用し,そ

の傾向を分析した.土壌雨量指数についても同様の手法を適用し,結果を巻末に参考資料と

して整理した.土壌雨量指数は,24 時間雨量と比べて,タンクモデルを介している分,現時点

ではまだ十分に傾向を解明出来ていないが,実際に長期指標として使われていることから

比較参考用に整理している. 

信頼性の高い土砂災害警戒情報の運用・提供のためには,基礎となる雨量指標を標準化し,

その統計特性を多角的に吟味し,砂防工学のみならず土木工学一般,応用地質学や地形学,

等での知見と総合した検討が不可欠である.特に最近では鉄道の運行規制や道路の通行規



制にも同じ雨量指標の使用が普及しつつあるため,その標準化は急務と言える.本資料で提

示した全国 1㎢メッシュでの解析雨量情報は,標準化により多角的な検討の基盤となるもの

である.警戒避難を含む所謂ソフト対策のみならず,砂防関係施設の設計・整備・保守水準

との比較等,ハードとソフトの対策に関する共通の尺度でのリスク評価への展開も視野に

入いる. 

今後は,引き続きデータの蓄積を図ると共に,具体的な土砂災害事例に適用し,尺度とし

ての意味を確認し,適合分布の確からしさ,再起確率の推定の妥当性等,適用条件の明確化

を図っていきたい. 

 

土砂災害研究部土砂災害研究室 
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1. 目的 

 

本資料においては,土砂災害分野、特に警戒避難を呼びかけるための土砂災害警戒情報

(以下,「警戒情報」)の降雨指標に用いられている気象庁・国土交通省によるレーダー・ア

メダス解析雨量(以下,「解析雨量」)を用いて一定の広がりを考慮した L-moments 法の適用

結果を示す.同手法は,Hoskingら 1),2)が多数の事例適用と計算収束の効率性を数値実験に基

づいて詳説しており,Californiaの地上雨量局の年最大1時間降水量への適用がなされてい

る.本邦では外山ら 3)による全国でのアメダスへの適用実績がある.呼称として元々Hosking

らは統計学上の慣行的な(conventional)，「従来の」moments(積率)に対して，順序統計を

介して線形にした意味で「線形(linear)」にしたことを明確にするために「L-」を付して

「L-moments」としていたことから，以下,「L 積率法」,或いは誤解のない限り「本手法」

と表記する． 

100年に 1度(1/100)あるいは50年に1度といった再起確率年に対応した確率降雨を求め

る頻度解析(Return Period Analysis，以下「RA」と略する.)では,数 10 年にわたる観測資

料を蓄積した上で、適合する分布型を選定することが前提となる(例えば,水文・水資源ハ

ンドブック 4), pp.228-255).また,RA と並行して行われる DAD 解析における地上雨量計に基

づく降雨強度式の係数設定においても地域統計解析については比較検証事例が蓄積され，

信頼性を保つための手順が知られている 5),6)．土砂災害分野における DAD 解析の大きな特徴

は,極めて狭い範囲での短時間な降水現象を対象としていることにある.すなわ

ち,Depth(降雨強度)，Area(面積)，Duration(期間)の 3要素のうち，Depth(降雨強度)の推

定が最重要となる.土砂災害分野では,観測・解析の下限，DAD の推定可能範囲の下限となる

「Area=1 ㎢，Duration=1hour(60minute)」,更にはそれ以下の領域・期間を扱うことから，

広がりのある，従って統計的に信頼性を向上させる手掛かりのある流域平均雨量を扱う河

川洪水とは技術的課題が異なる.現状，「1㎢,60 分」以下の事象の観測，またダウンスケー

リング結果の検証方法については依然として未確立である. 

本検討で主眼とする RAについては,その関係式の多くが 1970 年代までのデータ蓄積に基

づいて導出され,一定期間ごとに更新されている．標本サイズが 30 年を超える場合には大

標本として分類され,信頼性の高い地上雨量観測では統計分布を仮定しないノンパラメト

リック法の適用がなされている 7),8).しかし,気候変動・温暖化の影響が徐々に顕在化する中,

観測資料の時間的な安定性について,以前にも増して注意が必要となっている．具体的には,

気候レジームが変動する中で,より最近のものを,全体の資料数が減少する犠牲を払うもの

の,遠い過去の観測資料より妥当性があるとして,反映させる方法が必要である．この場合,

観測期間を短くしても,妥当性の高い直近の資料によって適合する確率分布を介して RA を

実施し,パラメーターセットを推定することが必要になる．RA においては観測期間の短さと

適合する確率分布選定上の信頼性の確保を両立させるため,いくつかの方法が知られてい

る．1 地点推定の場合には,「小標本問題」として plotting position 法の Weibull 公式や
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Cunnane 公式の適用が提案されている 7)．他方で,面的に広がりを持った降雨量等水文量の

極値を検討する場合には,同質性を仮定出来る地域内でパラメトリック法を介して行う地

域統計解析が用いられてきた 9)．本資料で用いる L 積率法では計算量は増大するが,順序統

計を介して線形性を導入することで,従来型の積率法に比べてデータの変動や偏りの影響

を受けにくくなる利点がある 1),3)． 

警戒情報で使用している解析雨量は全国を漏れなく稠密にカバー出来る利点がある．し

かし,以前は 10 年オーダーで計算手法の大幅な改良を施すため,小標本という点を考慮して

も,確率分布のパラメーターセットを同定するための統計処理に耐えられなかった．結果と

して,ソフト対策の警戒避難分野限定で機械学習による頻度法の一種である動径基底関数

法(Radial Basis Function)を用いてきた 10).しかし,解析雨量の品質も 1km 化(及び更新間

隔の 30 分高頻度化)された 2006 年以降概ね安定し,データ蓄積が図られてきたことから,デ

ータの変動や偏りの影響を抑え得る L 積率法を用いることで,確率分布の導出,即ち確率化

手法を検討することが可能となってきた．そこで本資料では,警戒情報の降雨指標である 60

分雨量と土壌雨量指数を念頭に置いて,60 分雨量についてはそれ自体を,土壌雨量指数につ

いてはそれと相当する 24時間雨量等を中心に,解析雨量プロダクトへ L積率法を適用し,確

率化した結果とその算出上で生じた課題について考察した． 
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2. 用いたデータの概要 

 

解析雨量が1㎢化された2006年 1月以降,2021年 10月までの期間の各メッシュでの暦年

最大値を用いた．暦年最大値は各年で 1 つ得られる．従って,各メッシュは 16 個の値を持

つ．解析雨量について,気象庁一次区分のポリゴンが一部でもかかっている国土数値情報 3

次メッシュ(38 万 8803 メッシュ)の周辺に 5km バッファを考慮した領域を対象とした(図

2.1)．但し,雨量データなし,あるいは最大値≦0.4mm 等の理由により適合する確率分布が得

られない 3953 メッシュは計算対象外とした． 

 

具体的に理解出来るよう, 西日本豪雨等,降雨継続時間の長かった 2018 年の 24 時間雨量

及び東日本台風による豪雨・短時間強雨となった2019年の60分雨量を図2.2～2.3に示す． 
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全国メッシュでの 60分雨量の標本変動係数(CV:σ/μ)及び標本最大/標本平均(Max/μ)は,

約 3.32×10^(-1)及び約 1.75 であった.同様に全国メッシュでの 60 分雨量の標本変動係数

(CV:σ/μ)及び標本最大/標本平均(Max/μ)は,約3.82×10^(-1)及び約1.91であった.合わ

せて,既往の極値統計 11),12)と比較出来るよう,対象期間の全国メッシュの 1 時間雨量及び日

雨量の上位 1～20 位を図 2.4 及び 2.5 に示す. 



5

全データ期間において 1 位及び 2 位以上を記録したメッシュの各年の比率を図 2.6 に示

す．データ期間後半に 1位を更新するメッシュの比率がやや高い年が見られるが,単調増加

とは言えなかった． 

図 2.4: 全国上位 1～20 位の気象官署

及び該当直上メッシュでの極値比較* 

(60 分雨量,mm) 

*出典:理科年表 2022

図2.5: 全国上位1～20位の気象官署及

び該当直上メッシュでの極値比較* 

(24 時間雨量,mm) 

*出典:理科年表 2022
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3. 検討手法の概要 

 

L 積率法については,原則として気象庁の外山ら 3),13)がアメダスに対して用いた手法と同

様とする．外山ら 3)では,観測局の地域特性から,データの均一性を仮定する領域を設けてい

る．本検討ではメッシュ雨量を対象としていることから,近傍をより狭く置くこととし,図

3.1 のように n×n の正方形型,及び 3×3 の角を除いた 5 メッシュの十字形状を検討領域と

した．広がりの形状を固定し,近傍のみを考慮する方式であり,DAD においても雨域の分断状

況に悩むことがない利点があるとして適用事例がある 5).本検討でのL積率法の適用は,観測

局単位ではなく,設定した検討領域中央の 1㎢メッシュ単位で行った．ここで偶数メッシュ

の領域の場合には,レーダー雨量の雨域ずれの傾向を考慮して中心の南東側を「中央」とし

た(位置ずれに関しては牧原 14)を参照のこと)．検討領域でのデータの例を表 3.1 に示す．
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4 次までの L 積率及び変動係数 L-CV,L-skewness, L-kurtosis を求め,L-CV,L-skewness, 

L-kurtosis でのマハラノビス平方距離をデータ検定による異常値棄却,4次までの L積率比

の領域内平均から得られる kappa 分布の逆関数を用い,一様乱数を発生させて得られる均一

性指標 H(式 3.1)),を用いて,各検討領域の均一性を検討する． 

 

ここに、H：異質性を示す統計量，V0：データのばらつき，μv：kappa 分布の逆関数による

平均，σv：標準偏差,である． 

適合性を検討する確率分布モデルはグンベル分布（GUM）,一般化極値分布(GEV),ピアソ

ンⅢ型分布(PE3),一般化ロジスティックス分布(GLO),3 母数対数正規分布(GNO),一般化パ

レート分布(GPA),の 6 つとする．これらの候補とした分布に適合しない場合には,5 パラメ

ーターの Wakeby 分布を採用し,L 積率から Wakeby 分布のパラメーターを算出する． 

各地点において L 積率比から得られる L-CV(ti),無次元ひずみ係数 ti3,無次元尖り係数

(ti4)が得られる．各地点の記録長で重みを付けた地域平均が tR,t3R,t4R と得られる(記録長

はどの地点(メッシュ)でも基本的に 16 年で同じ．)．地域平均(1, tR, t3R)から候補とした

分布の3つのパラメーターを算出し,分布ごとのパラメーターからt4を得るためには外山ら

3)の式を用いた．各分布パラメーターから t4 を求め,これをτ4
DIST とし,t4R との類似度を

ZDIST(式3.2)を用いて評価する．各メッシュでZDISTが≤1.64となる分布形の中でもっともZDIST

が小さくなる確率分布モデルを選定する．手法全体の流れを図 3.2 に示す． 

 

ここに，ZDIST：適合度評価指標，B4：t4Rの偏り，σ4：t4Rの標準偏差 である．
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4. L 積率法による確率降雨算出結果 

 

4.1 L-moments の算定 

 

検討対象の各 3 次メッシュに対して,60 分雨量(以下,「R60min」)と 24 時間雨量(R24h)

に対して,対象期間各年の最大値を求め,そこから l1～l4 やの L-moments を求め,t3,t4 の

sample モーメントと t (sample L-CV)を求める． 

ここに,l1～l4はそれぞれ,l1：平均,l2：分散,l3：歪度,l4：尖度,であり, 

sample L-moments （L-skewness：無次元ひずみ係数）𝑡3=𝑙3∕𝑙2  

  sample L-moments （L-kurtosis：無次元とがり係数）𝑡4=𝑙4∕𝑙2  

  sample L-CV 𝑡=𝑙2 ∕ 𝑙1 

である． 

R60min と R24h の l1～l4の 388,803 メッシュの平均,分散,最大,最小を表 4.1 及び 4.2 に示

す． 

  

4.2データ検定 

 

解析雨量に含まれている可能性のある異常値をチェックするため,データの均質性（異常

値）検定を行う．合計 N メッシュからなるグループを考え,i 番目のメッシュの L-moments

推定量のベクトルを式 4.1 のように定義する． 

 
N 地点(メッシュ)分の uiの平均値は,式 4.2 となる。 

 
ここで式 4.3 により 3×3 の行列 A を求める． 
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これにより,Diが式 4.4 のように定義される。 

 

Di は、マハラノビス平方距離でデータの散らばり具合を考慮した標本平均からの距離を

示す． 

有意水準 a（0.1%）の確率で少なくとも 1 メッシュ,他より外れているメッシュ(outlier)

があることを判定する閾値 max Diは,表 4.3の通りとされている 3). ここで,N ≦3のときは

計算できず,N = 4 のときは 1 となる．具体的には異常値の閾値を設定し、メッシュ毎、年

ごとの最大降雨指標データを前処理し,それからデータ検定を行い, max Diでの検定結果を

把握する手順となる． 

 
既往の地上雨量の検討事例では、正確に計測したデータとしてデータ棄却はなされていな

い．しかし解析雨量には年間最大値 0.4mm のようなメッシュもあり、異常値として棄却は

行っている． 

R60min と R24h の降雨の広がりのメッシュサイズと除外メッシュサイズの関係を表 4.4

及び 4.5 に示す．R60min と R24h ともに,メッシュ範囲が広くなればなるほど,除外ありの

メッシュ数は増える．除外される平均メッシュ数は、メッシュ範囲に関わらず 1 メッシュ

であった．データ検定の結果については,メッシュの広がりの大きさと形は大きな相違がな

く,範囲設定の手掛かりとはならない結果となった． 
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4.3 データの均一性の確認 

 

アメダスデータを用いた地域統計解析事例 3),13)では,観測局の地域特性から,統合する観測

局のグループをクラスター分析で検討し,データの均一性を確認している．これに準じる形

で本検討では,N メッシュの範囲のデータの均一性の確認を実施した．ここでは式 4.1 に示

した L 積率量 t を使って不均一性を調べる．t の地域内のバラツキは式 4.5 で表される． 

 

ここで,N：地域内の地点数,n  i：i 番目メッシュのデータ⾧、t(i)：i 番目メッシュの t 

 

V について,実際のデータ系列から求めたものを V0とする． 

このメッシュの広がりが均質であると仮定した場合の比較を行い,次の均一性指標算定手順

①~③で指標 H を求め,④ｎ判定基準で範囲内の均一性を判定する． 

①’Sample L-moments のメッシュ広がり内平均(1, tR, t3R, t4R )から,4つの kappa 分布の

パラメータξ, α, k, h を求める． 

②求まった kappa 分布のパラメーターを使い,kappa 分布となる乱数を N メッシュ分発生さ

せる．(0,1)の一様乱数を発生させ,kappa 分布の逆関数により x を求める． 
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③メッシュの広がりの統計の対象のデータの均一性の判定を行う．発生させた乱数を使っ

て Vを求める．このシミュレーションを Nsim = 500 回繰り返す 3),13)を参考に、Hosking ら 15)

に従い 500 回と設定した．）．Vの平均μv,標準偏差をσvとして式 3.1 を計算する。 

 
④均一性の判定基準を表 4.6 に示す．なお、最深積雪について調べた大西ら 13)は,実際に

は H < 2 では問題ないとしている． 

 
表 4.7 及び表 4.8 に R60min と R24h の算定結果を示す．R60min と R24h ともに,大多

数のメッシュで H < 1(許容可能な程度に均質・同質)となっている．5 メッシュよりは 3×

3(9)メッシュの方が,H<-2 のメッシュ数の割合が大きく,5 メッシュよりも,相対的に 3×3(9)

メッシュの範囲の方がデータの相関性は高いという結果となっている． 
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4.4分布モデルの選定と適合性の判定 

 

R60min と R24h について,以下に示す確認手順で①Gumbel 分布,②一般化極値分布

(GEV) ,③ピアソン III 型分布(PE3) ,④一般化ロジスティック分布(GLO) ,⑤3 母数対数正規

分布(GNO) ,⑥一般化パレート分布(GPA) ,⑦Wakeby 分布の中から選定した． 

一つのメッシュ広がりの範囲に N 個のデータがあり,i 番目のメッシュでの記録長を ni、

sample L-moment 比 ti, t3i, t4iとした．ここで,メッシュごとの記録長で重みを付けた地域平

均 tR, t3R, t4R を求めた（本検討では大多数のメッシュで記録の長さは 16 で同一．） 

 

次に,各分布について,地域平均(1,𝑡𝑅,𝑡3𝑅 )から 3 つのパラメータを求める． 

分布ごとのパラメータから t4 を求める際には外山ら 3)の付録に記載されている式を用い

た（L-moments が求まれば、各分布モデルの係数が求まる）． 

求まった分布パラメータから t4を求め,これらをτ4DIST とした． 

選定した 5 つの分布について,式 4.11 によりτ4DIST と t4R の類似度を示す ZDIST を求めた． 

 
ここで、B4とσ4はそれぞれ式 4.12 及び 4.13 で表される t4R の偏りと標準偏差であり,地

域平均(1,𝑡𝑅,𝑡3𝑅,𝑡4𝑅)から kappa 分布のパラメータ𝜉,𝛼,𝑘,ℎを求め,この分布の乱数を N メッシ

ュ分（i 番目メッシュには ni個のデ－タ）発生させるシミュレーションを Nsim回(Hosking

ら 15)にならい 500 回)行って求める． 

t4[m]は m 回目のシミュレーションにおける t4の地域平均値として得る． 
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各分布について ZDIST を求め、 であれば,その分布形に属するとみなすこと

ができる． となる分布形で が一番小さくなる分布形を採用する． 

これら 5 つの分布について となる分布がない場合は,5 つのパラメータを持つ

⑦Wakeby分布(WAK)を採用し,L-momentsからWakeby分布の 5つのパラメータを求める． 

周辺 N メッシュのデータを使って求めた分布パラメータを,中心のメッシュに適用する

(偶数個の場合には中心の南東側)．結果を表 4.9 及び 4.10 に示す． 

 

 

 

R60min と R24h で分布モデルの適合性は,メッシュ範囲の広さによって相違するが、メ

ッシュの範囲が広いほど Wakeby が増える傾向があった． 

ZDISTはモデルの適合性の程度を表しており,値が小さいほど適合度はよい．メッシュの範囲

が広いほど大きい傾向になっており,平均値としては1.64に対して十分小さい値となってい

る．データ検定の結果,平均除外メッシュ数の面では検討領域間で大きな差異はなく,デー

タの均一性指標の面では,ほとんどの領域サイズで H<1 となり許容可能な程度に同質であっ

た．3×3(9)メッシュの形状で,均一性がより高い目安となる H<-2 の比率が最も大きかった．

最も多く選定された確率分布モデルは GPA,次いで GLO となった． 
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4.5 確率雨量の算定 

 

メッシュごとに確率年から対応する確率雨量へ,また,雨量から確率年への変換を行う．分

布形を示すパラメーターセットはメッシュの広がり形状の中で共通となり,l1R=1 として求

める．検討形状の広がり内の i 番目のメッシュの特性は,メッシュごとに求まっている 1 次

の sample L-moments l1iを使って評価する． 

 

確率年Tと非超過確率Fの関係による,確率年から対応する雨量への変換は,l1ix(F)により

行う(x(F)はメッシュ広がり 3×3(9)の中心ごとに求まっている分布関数)．雨量から確率年

への変換は,F(x/l1i)により行った． 

選定された確率分布モデルを用いて,広がりの異なる範囲のメッシュの広がりによる地域

統計に基づく解析雨量と 24 時間雨量の確率雨量の全国平均値,標準偏差,最大値を求めた．

結果を表 4.11 及び 4.12 に示す. 

再現頻度の低い確率年(100 年や 200 年など)では,確率降雨値に多少の差が生じているも

のの,巨視的には広がり範囲による確率降雨値の平均値はあまり大きくは相違していない．

これが気象現象によるものか,解析雨量の特性によるものかは別途検討が必要となる． 
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最適確率分布を用いて9メッシュ中央で算出される60分雨量(R60)及び24時間雨量の1/50

及び 1/100 確率雨量は図 4.1～4.4 のようになった． 
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5. 分析 

 

5.1 確率分布モデルの選定状況 

 

本検討で得られた解析雨量に基づいて選定された確率分布モデルと,アメダス地上雨量

観測局について選定されている確率分布モデルとを表 5.1 に示す．解析雨量については近

傍の広がり・形状に基づいて 3×3(9)メッシュでの選定を示している．アメダスについては

地域統計として距離がある雨量観測局を降雨の統計特性で括った集合での選定を示してい

る． 

 

解析雨量においては GPA,次いで GLO の適合性が高かった．他方でアメダスでは GEV,次い

で PE3 の適合性が高かった．面的な解析雨量と点的なアメダス地上雨量観測局とで適合性

を示す分布は結果として異なっていた．ここで,アメダスの場合には地域数の括り規模(数)

が不定(形を含め)であることに留意が要る．また,正時(斉時)観測の制約有無で 1時間と 60

分,日降水量と 24 時間とでは若干意味合いは異なる．しかし,短期降雨指標と長期降雨指標

とでそれぞれに適合性が高い分布モデルが同種である点は共通している。 

 

外山ら 3)に示された数表に基づいて作成した同一地点における解析雨量及びアメダスに

基づく確率雨量(最適となった 9メッシュのもの)の比較結果を表 5.2 に示す．解析雨量は

面的な代表値として気象官署地点であっても地上観測で置換しないことから元データが異

なる.このため同じように L積率法を適用しても,50 年確率値,100 年確率値とも異なる結果

となった．表 5.2の 10 地点では 8地点で解析雨量によるものが大きく出ており,この期間

では解析雨量が大きく出る傾向があった．牧原 14)は,解析雨量は面的な代表値であるため,

平均的には強雨域でいくぶん弱めに解析されること,及び 1km メッシュでは統計的に 100mm

の降水を 94mm 程度と若干少なめに解析されること,に注意を促している．1 点では解析雨量

は地上観測よりも強雨域,極値で少なめとなる.しかし,平均的に 17㎢に 1 点配置されるア

メダス地上観測に比べて 2桁多いデータ量を網羅的に採っていることから,強雨を捕捉する

率は高くなっていると解釈出来る.推定手法の安定性を検討する一助として 100年確率値を

50 年確率値で除したところ,いずれも L積率法を用いているにも関わらず,解析雨量では

100 年確率値が約 4割近く多い場合があり,安定性には違いがあると分かった．
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同様に,外山ら 3)に示された数表に基づいて作成した東京管区内の同一地点における年最

大24時間雨量及び相当する日降水量の極値及び50年確率雨量の比較結果を表5.3に示す．

ここで気象官署値については 50 年極値,解析雨量については観測期間最大値であり期間が

異なることに留意が要る．解析雨量の方が地上観測より大きく推定する傾向には表 5.2 と

同様に注意が要る.1985 年までの気象官署での 50 年極値を 2006 年以降の 16 年間の解析雨

量での極値が上回っていることがある.このデータ追加効果を見ると,22 点中,過半の 12 点

で極値が超過更新されていた.より直近のデータを使うことの重要性が確認出来る.50 年確

率を基準に極値を見るために除した値では,気象官署地点では,大きい場合には 6～7割超過

することがあったが,本検討で得た解析雨量 24 時間値では最大でも 3割超過であり,極値出

現が珍しくなくなっている.このことは,再起期間(リターンピリオド)が短く変化している

可能性を検討する必要性が示唆している. 
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全国において選定された確率分布モデルを 60 分雨量,24 時間雨量それぞれについて図

5.1 及び図 5.2 に着色して示す．これを地域(地方)別にみると,北海道から九州・沖縄まで

それぞれに最も適合した確率分布モデルの比率は表 5.4 及び表 5.5 の通りであり,全国的に

一般化パレート分布(GPA)が卓越しているが中国地方と奄美大島で一般化ロジスティック

分布(GLO)の適合性が相対的に高い傾向となった．気候区分による適合性の高い確率分布モ

デルの違いは現在までは認められない. 今後,気候変動,温暖化に伴って適合性が高い確率

分布モデルが変遷していくかどうか,データ蓄積と分析を継続的に行う必要がある 
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5.2 気候区から見た確率雨量 

 

図 4.1～4.4 に示した最適確率分布モデルを適用して得られた 60分雨量及び 24時間雨量

の 50 年確率値及び 100 年確率値を気候区別にみると,平均値は表 5.6 の通りである. 60 分

雨量の 100 年再起確率値で 80mm を超えるのは九州・四国より南西の地域であり,関東甲信

で 63.5mm,北海道では 50mm を下回っている.この地域間の大きな差は 50 年値と 100 年値と

の差や倍率が 1～2 割であるのと比べると特に注目に値する.24 時間雨量の 100 年再起確率

値で奄美大島の611mm,四国の521mmがある一方で沖縄諸島では500mmを下回り,瀬戸内気候

区にある中国地方が 313mm と四国地方を 200mm 以上下回っている．北海道,東北,北陸は中

国地方より少なく,特に北海道は 100 年確率値で 200mm を下回っている.気候変動・温暖化

の影響が懸念され始めている最近 16 年でも 24 時間雨量で見て広い意味の東北日本では依

然西南日本を統計的に上回る水準の降雨とはなっていない.逆に,今後西南日本(西日本)並

みに降った場合に,それは既往最大を大きく上回ることになる.これは積雪・融雪量の増減,

雪と雨との比率の変化を含めて注意が必要な点と言える. 

 解析雨量から算出した 100 年確率値は,他の水文観測から得られた指標,例えば 100 年確

率比流量と比べると大きな値となる.北陸地方については, 100 年確率比流量 9.9 ㎥/s/㎢か

ら得られる相当確率降雨強度の 60 分値 35.6mm の 1.81 倍であった.参考までにスケーリン

グ則に合わせた集水面積と 100 年確率洪水流量の関係,Q=4.7162A0.9056に例えば 10㎢を代入

して得られる相当確率降雨強度の 60 分値 13.66mm の 4.6 倍であった 9). 
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5.3気候値から見た確率雨量 

 

60 分雨量及び 24 時間雨量の 50 年確率値及び 100 年確率値を各メッシュのメッシュ気候

値で除したものを図 5.3～5.6 に示す．気候値(理科年表も同様)では月別値であることから，

年間最多雨量となる月のものを用いて,60 分雨量及び 24 時間雨量それぞれについて月間降

水量に対する比率が 5%,25%を超える地域が中部山岳地方を含めた太平洋側を中心に広がっ

ている．他方で,月間降水量に対する比率で見た場合には日本海側にはまだその影響は限定

的と見える.気候変動に伴って,60 分雨量,24 時間雨量,及び月間降水量は同程度に変動(増

加)していくものか,60 分雨量に代表される短期降雨指標の増加が卓越するかについて今後

データ蓄積と分析を継続的に行う必要がある． 
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5.4設計雨量から見た確率雨量 

 

砂防分野を中心に現在各都道府県が斜面対策,排水対策設備等の設計計画のために用い

ている計画雨量の 60 分雨量換算値(mm/hr)の 100 年確率値を図 5.7 に示す.全国の国土数値

三次メッシュごとに本手法で導出した 100 年確率値が設計降雨強度を超過しているか表現

した結果を図 5.8 に示す.この図は全国メッシュで確率雨量が,砂防関係における整備水準

をどの程度上回っているかを 1 ㎢単位で表現したものとなる.本手法で統計的に得られた

「100 年に 1度の降雨」は,23.5%のメッシュで 100年に 1度として設定された設計降雨強度

を上回っていた.100 年確率値を設計降雨強度で除した場合の,基本的な統計量を見ると,平

均値では 0.79 と「安全側」になっている(中央値でも 0.82).つまり,平均的には約 26%程度,

設計降雨強度が 100 年確率降雨を上回っている.すなわち,事業の整備が 100%となる将来,

すなわち目標整備水準に達すれば,最近の雨の降り方の変化にも対応が可能になる(あくま

で仮定の議論である.改修途上の実際の施設整備率を全く考慮していないことに注意を要

する). 
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統計量を見ると,最小値は 0.21,下位四分位値は 0.69,そして,上位四分位値は 0.99 とい

うことで,全体の約 3/4 が整備水準として対応出来ている.一方, 最大値は 2.96 となってい

るように,残りの約 1/4 については,少し慎重な評価が必要になる. 

本手法での確率雨量の推定に係る信頼性については,現時点ではまだ幅がある.そのため,

設計降雨強度の過不足についてはまだ断定出来ない.全国のうちの超過する地域とその率,

また,その程度もデータを蓄積して見直せば変化する.しかし,今後数か年を経て,約 20 年分

データが蓄積してある程度推定が安定したと見なせるようになった段階で,全国の約 1/4 程

度について,解析雨量ベースの確率値を用いて,地域的に詳細な目標整備水準の検証が可能

になると言える. 目標整備水準の適否を確率面から評価しておくことで,気候変動の影響

で増加しつつある短時間強雨等によって,将来 100%整備が完了した場合に,流域・地域がど

の程度安全になりうると期待出来るかが分かることになる. 

もとより,施設整備まで含めた実際の防護水準の評価としては,設計には安全率やいわゆ

る「余裕」が見込まれているため,一定の確率降雨を超えれば直ちに損傷する,というもの

ではないことに留意が必要である． 
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6. まとめ 

本資料では, 解析雨量に L 積率法を適用して確率分布を選定し,1 ㎢ごとの確率雨量を算出

した．解析雨量は全国を稠密に覆っているものの,データ利用可能期間が約 16 年間であっ

た．これは,約 50年間のアメダス,あるいは各都道府県所管の雨量局よりも短く,L 積率法で

十分な精度を得るために必要とされる 20 年間にはまだ不足している 1)．そのため推定の信

頼性はまだ留意が必要な面がある．順序統計量の振舞いの良さを用いる L 積率法では線形

量となる L-moments を介して極値を解析する．しかし, L 積率法も地域統計解析の 1手法と

して均一性の仮定が必要となる．面的代表値としての解析雨量では強雨域の広がりにおい

て均一性を確保するように開発されてきており,この点は許容出来る。他方,独立性につい

ては,慎重な検討が必要である.多数の調査研究が蓄積されてきた地上雨量観測では,10～

100km の離隔を持つ観測所間での独立性を論じてきたがメッシュ値の解析雨量では隣接,し

かも 1km であり,別途の調査研究が必要となる. 無論,気象レーダーのデジタル信号が相互

に独立しているという意味では独立である.しかしながら,降水現象内部で 1km 程度の隣接

領域での独立性は,時間分解能と空間分解能を高めた精密な観測では(例えば,参考文献 12)),

独立ではない．均一性も不安定となる筈である.従って,高解像度化を進めれば統計的な扱

いが困難になる可能性が高い.これまでの調査研究ではこの点を明確にすることは出来て

いない.本検討では,現象としての独立性ではなく,統計的な独立性を仮定して,1 ㎢を単位

に広がりと形状を考慮して 60分雨量及び 24 時間雨量を統計的に扱った.土砂災害警戒情報

の降雨指標等,実用上は,今後も確率雨量を統計解析に立脚して求めていくことにならざる

を得ないと考えられる.しかしながら,1km 程度は位置ずれがある,という解析雨量の性質を

踏まえつつも,気象学的に降水現象のスケールからの考察は継続する必要がある.これは,

例えばメソ γ,積雲対流の広がり,降水落下時の風による水平方向の移流も含めて,レーダ

ー雨量解析値相互の間の独立性の検討である．それには, 過去分の再解析を含め,解析雨量

の利用可能期間が延びることも大きく影響すると考えられる.今後も,均一性と独立性の双

方に留意しつつ,より信頼性を高めて土砂災害警戒情報の信頼性向上に資する統計解析の

蓄積に努めていきたい. 
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